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桜井市水 道事業会計
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議案第７号

　（総　則）

第 １ 条　平成31年度桜井市水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 ２ ８ ６,４ ６ ５ 千円は、 損益勘定留保資金 ２ ７ ９ , ４ ２ ９ 千円及び消費税資本的収支調整額

７,０３６千円で補填する。） 

平成31年度　桜井市水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 配 水 量
一 日 平 均 給 水 量
主な建設改良事業

２４,５００戸
６,５００,０００㎥

１７,８０８㎥

第５次拡張事業計画にかかる配水管更新事業等

第１款　水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,３７７,１６１千円

１,２４３,８２７千円

１３３,３３３千円

１千円

第２款　水道事業費用

第１項

第２項

第３項

第４項

１,４８７,９２８千円

１,４３１,１１５千円

５１,８１２千円

１千円

５,０００千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第３款　資本的収入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

３６４,１５４千円

１９２,０００千円

９１,３５７千円

１千円

６４,０００千円

１６,７９６千円

第４款　資本的支出

第１項

第２項

第３項

６５０,６１９千円

５４９,２５１千円

４,０９０千円

９７,２７８千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

企 業 債

負担金その他諸収入

雑 収 入

補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

営 業 設 備 費

企 業 債 償 還 金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、 それ以外の経費の金額に流用し、 又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、 議会の議決を経なければならない。 

⑴　職員給与費　　　　１３５,５９５千円

　（たな卸資産購入限度額） 

第 ８ 条　たな卸資産の購入限度額は、５０,０００千円と定める。 

平　成　31　年　３　月　４　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業費に充当

証書借入

又は

証券発行

１９２,０００
千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は
低利債に借換えることができる。
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、 それ以外の経費の金額に流用し、 又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、 議会の議決を経なければならない。 

⑴　職員給与費　　　　１３５,５９５千円

　（たな卸資産購入限度額） 

第 ８ 条　たな卸資産の購入限度額は、５０,０００千円と定める。 

平　成　31　年　３　月　４　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業費に充当

証書借入

又は

証券発行

１９２,０００
千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は
低利債に借換えることができる。

予算に関する説明書
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平成31年度　桜井市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．給 水 収 益

１,３７７,１６１

（単位：千円）

１,２４３,８２７

１,１８０,０００

３４,８９０

２８,９３７

１３３,３３３

１３２,５５７

５３２

１,４８７,９２８

１,４３１,１１５

７３０,１９２

１２８,１４３

３２,５２５

１８３,１８２

３４６,０７３

１０,０００

１,０００

５１,８１２

２３,０１１

２,０００

２６,８０１

１

１

５,０００

５,０００

１

１

２．受 託 工 事 収 益

３．そ の 他 営 業 収 益

１．取 水 及 び 浄 水 費

２．配 水 及 び 給 水 費

７．そ の 他 営 業 費 用

１．固 定 資 産 売 却 損

１．支 払 利 息

５．減 価 償 却 費

６．資 産 減 耗 費

３．受 託 工 事 費

４．総 係 費

２．雑 支 出

３．消 費 税

１．予 備 費

２．長 期 前 受 金 戻 入

３．雑 収 益

２４４５．他 会 計 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３６４,１５４

９１,３５７

９１,３５７

１．企 業 債

１．企 業 債

１９２,０００

１９２,０００

１

１

６４,０００

６４,０００

６５０,６１９

５４９,２５１

１６,５００

５３２,７５１

４,０９０

４,０９０

９７,２７８

９７,２７８

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１６,７９６

１６,７９６１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３６４,１５４

９１,３５７

９１,３５７

１．企 業 債

１．企 業 債

１９２,０００

１９２,０００

１

１

６４,０００

６４,０００

６５０,６１９

５４９,２５１

１６,５００

５３２,７５１

４,０９０

４,０９０

９７,２７８

９７,２７８

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１６,７９６

１６,７９６１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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平成31年度　桜井市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損） 

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

△　117,803

346,073

0

862

 0

0

△　132,557

23,011

0

0

9,800

 △　10,000

0

0

0

△　6,000

472

113,858

0

△　23,011

90,847

△　529,333

0

0

0

142,311

△　387,022

192,000

△　97,276

16,796

111,520

△　184,655

1,388,899

1,204,244

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３６４,１５４

９１,３５７

９１,３５７

１．企 業 債

１．企 業 債

１９２,０００

１９２,０００

１

１

６４,０００

６４,０００

６５０,６１９

５４９,２５１

１６,５００

５３２,７５１

４,０９０

４,０９０

９７,２７８

９７,２７８

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１６,７９６

１６,７９６１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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１．総　　括

平成31年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

特別職
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62,630

0

62,630

△　188

0

5,292

1,980

1,980

0

0

2,127

1,373

1,373

0

△　21

2,928

△　516

1,974

30

3,500

0

16,378

△　37

11,266

5,292 2,148 3,444 1,944 3,500 16,415 11,326

△　60

46,818

0

46,818

△　604

0

109,448

0

109,448

△　792

0

26,147

0

26,147

515

0

135,595

0

135,595

62,818

0

62,818

47,422

0

47,422

110,240

0

110,240

25,632

0

25,632

135,872

0

135,872

△　277

0

16

0

16

14

0

14

2

0 △　188 △　604 △　792 515 △　2772

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較
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１．総　　括

平成31年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

特別職
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62,630

0

62,630

△　188

0

5,292

1,980

1,980

0

0

2,127

1,373

1,373

0

△　21

2,928

△　516

1,974

30

3,500

0

16,378

△　37

11,266

5,292 2,148 3,444 1,944 3,500 16,415 11,326

△　60

46,818

0

46,818

△　604

0

109,448

0

109,448

△　792

0

26,147

0

26,147

515

0

135,595

0

135,595

62,818

0

62,818

47,422

0

47,422

110,240

0

110,240

25,632

0

25,632

135,872

0

135,872

△　277

0

16

0

16

14

0

14

2

0 △　188 △　604 △　792 515 △　2772

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

－ 7－

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　　０.１５％
給料の改定実施時期
　平成30年４月１日

平均昇給率
　　　　　６.０％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１４８,６００

１６１,３００

１８０,７００

１４８,６００

１６１,３００

１８０,７００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

３１６,９７８

３７３,３０６

４２.９

３３２,５８５

４２５,５８９

４４.６

平成31年１月１日現在

平成30年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

△　１８８

９２

△　４,０６７

－

△　６０４

３,７８７

△　６０４

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

平成31年１月１日現在

　⑵　初　任　給

１．総　　括

平成31年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

特別職
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福利費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

62,630

0

62,630

△　188

0

5,292

1,980

1,980

0

0

2,127

1,373

1,373

0

△　21

2,928

△　516

1,974

30

3,500

0

16,378

△　37

11,266

5,292 2,148 3,444 1,944 3,500 16,415 11,326

△　60

46,818

0

46,818

△　604

0

109,448

0

109,448

△　792

0

26,147

0

26,147

515

0

135,595

0

135,595

62,818

0

62,818

47,422

0

47,422

110,240

0

110,240

25,632

0

25,632

135,872

0

135,872

△　277

0

16

0

16

14

0

14

2

0 △　188 △　604 △　792 515 △　2772

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較



－ 8－

⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

平成31年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１４

２

１

４

０

３

１

２

１

１３

１

２

２

１

２

２

２

１

１００.０

１４.３

７.１

２８.６

０.０

２１.５

７.１

１４.３

７.１

１００.０

７.７

１５.４

１５.４

７.７

１５.４

１５.４

１５.４

７.６

職員数（人） 構 成 比（％）

平成30年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職



－ 8－

⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

平成31年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１４

２

１

４

０

３

１

２

１

１３

１

２

２

１

２

２

２

１

１００.０

１４.３

７.１

２８.６

０.０

２１.５

７.１

１４.３

７.１

１００.０

７.７

１５.４

１５.４

７.７

１５.４

１５.４

１５.４

７.６

職員数（人） 構 成 比（％）

平成30年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

－ 9－

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　
年

　
　
　
度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １４ １４

１０ １０

１ １

２ ２

３ ３

１ １

３ ３

－ －

－ －

７１.４ ７１.４

７８.６ ７８.６

１４ １４

１１ １１

１ １

２ ２

４ ４

１ １

２ ２

１ １

－ －

－ －

－ －

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　
年

　
　
　
度

⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

平成31年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

１４

２

１

４

０

３

１

２

１

１３

１

２

２

１

２

２

２

１

１００.０

１４.３

７.１

２８.６

０.０

２１.５

７.１

１４.３

７.１

１００.０

７.７

１５.４

１５.４

７.７

１５.４

１５.４

１５.４

７.６

職員数（人） 構 成 比（％）

平成30年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職



－ 10 －

⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２２５

２.２２５

２.２２５

２.２２５

４.４５

４.４５

有

２.１２５ ２.３２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃



－ 10 －

⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２２５

２.２２５

２.２２５

２.２２５

４.４５

４.４５

有

２.１２５ ２.３２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃

－ 11 －

平成30年度　桜井市水道事業予定損益計算書

（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

１,０８７,９６２

１３,８００

２５,７８１ １,１２７,５４３

３．営業外収益

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

１３０,９５２

５００

２４８

３,８４３ １３５,５４３

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

１９,９４８

０ １９,９４８ １１５,５９５

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

　⑺

取水及び浄水費

配水及び給水費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

６２８,８００

９７,２９７

１２,７７８

１２３,１６６

３４７,８５０

１０,０００

８００ １,２２０,６９１

営 業 利 益 △９３,１４８

経 常 利 益 ２２,４４７

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

２２,４４７

５７０,６６１

５９３,１０８

（単位：千円）

⑹　期末手当・勤勉手当

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

２.２２５

２.２２５

２.２２５

２.２２５

４.４５

４.４５

有

２.１２５ ２.３２５ ４.４５ 有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃



－ 12 －

平成30年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　31　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,２１０,８９８

８３,５４４
７８４,７６５
２６９,２２３

１３,０５０,９２６
５,１４８,８３３
２,２５８,８３６
１,５６０,５８３

３３,７４８
３１,０４８
５６,０５５
４７,２８９

０

８３,５４４

５１５,５４２

７,９０２,０９３

６９８,２５３

２,７００

８,７６６
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,３３６,８３３

１４４,５４５
０

１,３３６,８３３

１４４,５４５
１,４８１,３７８

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△２,６７２

１,３８８,８９９

１１７,３２８
５０,０００

５０
１,５５６,２７７
１０,８４１,７６５

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ７４,５９０

７４,５９０
９,２８５,４８８

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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平成30年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　31　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,２１０,８９８

８３,５４４
７８４,７６５
２６９,２２３

１３,０５０,９２６
５,１４８,８３３
２,２５８,８３６
１,５６０,５８３

３３,７４８
３１,０４８
５６,０５５
４７,２８９

０

８３,５４４

５１５,５４２

７,９０２,０９３

６９８,２５３

２,７００

８,７６６
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,３３６,８３３

１４４,５４５
０

１,３３６,８３３

１４４,５４５
１,４８１,３７８

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△２,６７２

１,３８８,８９９

１１７,３２８
５０,０００

５０
１,５５６,２７７
１０,８４１,７６５

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ７４,５９０

７４,５９０
９,２８５,４８８

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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資　　本　　の　　部

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金
引 当 金 合 計

預 り 金

９７,２７６

１０,６００
０

９７,２７６
２００,０００
７,０００

１０,６００

３４,５２８
３４９,４０４

０
１６,９５４
３６,３６８
１,４８１

５９３,１０８
０

５４,８０３

５９３,１０８
６４７,９１１

５,５９１,５３４
１０,８４１,７６５

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負債・資本合計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額
長期前受金合計

ア．
イ．
ウ．
エ．

ア．
イ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水道施設分担金
受贈財産評価額
資本剰余金合計

当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金
利益剰余金合計

１,５５４,４４０

９５６,０１４

８２０,７５７

８８,２３８

３,３６６,６５３
１,８１２,２１３
１,０７７,２６７
１２１,２５３

１,６７２,６５６
８５１,８９９
８８,８３０

５９２
３,４１９,４４９

３,４１９,４４９
５,２５０,２３１

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９４３,６２３
４,９４３,６２３

平成30年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　31　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,２１０,８９８

８３,５４４
７８４,７６５
２６９,２２３

１３,０５０,９２６
５,１４８,８３３
２,２５８,８３６
１,５６０,５８３

３３,７４８
３１,０４８
５６,０５５
４７,２８９

０

８３,５４４

５１５,５４２

７,９０２,０９３

６９８,２５３

２,７００

８,７６６
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
退職給付引当金
修 繕 引 当 金

１,３３６,８３３

１４４,５４５
０

１,３３６,８３３

１４４,５４５
１,４８１,３７８

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１２０,０００
△２,６７２

１,３８８,８９９

１１７,３２８
５０,０００

５０
１,５５６,２７７
１０,８４１,７６５

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ７４,５９０

７４,５９０
９,２８５,４８８

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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平成31年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　32　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,３８７,８０８

７１,１４０

８３,５４４
７８４,７６５
２８３,９８１

１２,８４５,１２６
５,２０４,６８５
２,２５８,８３６
１,６３４,０２６

３３,７４８
３１,７１３
５６,０５５
４９,１９４
５２９,３３３

８３,５４４

５００,７８４

７,６４０,４４１

６２４,８１０

２,０３５

６,８６１
５２９,３３３

７１,１４０
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,４５８,９４８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,４２２,２４０

１４４,５４５
０
０

１,４２２,２４０

１４４,５４５
１,５６６,７８５

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１３０,０００
△２,６７２

１,２０４,２４４

１２７,３２８
５０,０００

５０
１,３８１,６２２
１０,８４０,５７０

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金
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平成31年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　32　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,３８７,８０８

７１,１４０

８３,５４４
７８４,７６５
２８３,９８１

１２,８４５,１２６
５,２０４,６８５
２,２５８,８３６
１,６３４,０２６

３３,７４８
３１,７１３
５６,０５５
４９,１９４
５２９,３３３

８３,５４４

５００,７８４

７,６４０,４４１

６２４,８１０

２,０３５

６,８６１
５２９,３３３

７１,１４０
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,４５８,９４８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,４２２,２４０

１４４,５４５
０
０

１,４２２,２４０

１４４,５４５
１,５６６,７８５

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１３０,０００
△２,６７２

１,２０４,２４４

１２７,３２８
５０,０００

５０
１,３８１,６２２
１０,８４０,５７０

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金
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企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　その他流動負債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額
長期前受金合計

１,５０９,６７０

９９５,３０４

８３６,００５

８８,２２４

３,３９３,３４３
１,８８３,６７３
１,１４１,２６７
１４５,９６３

１,７２４,２７７
８８８,２７２
８８,８３０

６０６
３,４２９,２０３

３,４２９,２０３
５,３５０,０４３

１０６,５９３

１１,４６２
０

１０６,５９３
２００,０００
１,０００

１１,４６２

３５,０００
３５４,０５５

資　　本　　の　　部

０
１６,９５４
３６,３６８
１,４８１

４７５,３０５
０

５４,８０３

４７５,３０５
５３０,１０８

５,４９０,５２７
１０,８４０,５７０

資 本 金 合 計

資本剰余金合計

利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負債・資本合計

ア．
イ．
ウ．
エ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水道施設分担金
受贈財産評価額

ア．
イ．
当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９６０,４１９
４,９６０,４１９

平成31年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　平　成　32　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減価償却累計額
構 築 物
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
工具器具及び備品
減価償却累計額
建 設 仮 勘 定
有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,３８７,８０８

７１,１４０

８３,５４４
７８４,７６５
２８３,９８１

１２,８４５,１２６
５,２０４,６８５
２,２５８,８３６
１,６３４,０２６

３３,７４８
３１,７１３
５６,０５５
４９,１９４
５２９,３３３

８３,５４４

５００,７８４

７,６４０,４４１

６２４,８１０

２,０３５

６,８６１
５２９,３３３

７１,１４０
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,４５８,９４８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退職給付引当金
修 繕 引 当 金
特別修繕引当金

１,４２２,２４０

１４４,５４５
０
０

１,４２２,２４０

１４４,５４５
１,５６６,７８５

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１３０,０００
△２,６７２

１,２０４,２４４

１２７,３２８
５０,０００

５０
１,３８１,６２２
１０,８４０,５７０

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金
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平成31年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,487,928

1,431,115

1,377,161

1,243,827

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

1,560

0

499

648

1,100

780

2,584

1,774

482

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

15,048

9,427

60

4,925

2,179

425

水道料金収入

固定資産売却収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 730,192

1,180,000

1

34,890

532

1,180,000

1

34,890

1,100

420

1,100

26,317

24,710

36,373

14

71,460

532

５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金244 244

28,937

132,557

２．営 業 外 収 益 133,333

３．特 別 利 益 1

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770
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収 益 的 収 入 及 び 支 出
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〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 730,192

1,180,000

1

34,890

532

1,180,000

1

34,890

1,100

420

1,100
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５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金244 244

28,937

132,557
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（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770
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２．配水及び給水費 128,143

15．印 刷 製 本 費 印刷費110

16．修 繕 費 施設、機械修繕費15,488

19．薬 品 費 浄水薬品費5,724

20．動 力 費 電力料金50,420

24．受 水 費 県営水道受水費等525,126

25．手 数 料 水質検査手数料等5,190

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当
管理職手当
地域手当
住居手当
時間外勤務手当
児童手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

2,076
1,200

880
1,002
1,300
1,020
4,488
3,086

541

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等
業務委託料

ダム管理、水質検査センター
負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

2,616

79,667

2,573

200

6,815

3,429

26,045

15,593

3,787

8,544

739

31

2,331

1,029

548

40,541

90

291

13,719

1,627

1,291

2,970

8,800

167
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収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,487,928

1,431,115

1,377,161

1,243,827

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．固定資産売却益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

1,560

0

499

648

1,100

780

2,584

1,774

482

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

15,048

9,427

60

4,925

2,179

425

水道料金収入

固定資産売却収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 730,192

1,180,000

1

34,890

532

1,180,000

1

34,890

1,100

420

1,100

26,317

24,710

36,373

14

71,460

532

５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金244 244

28,937

132,557

２．営 業 外 収 益 133,333

３．特 別 利 益 1

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費770
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４．総 係 費 183,182

３．受託工事費 32,525
受託工事材料費31．材 料 費 3,080

受託工事請負費32．工事請負費 29,445

職員給料

扶養手当
管理職手当
地域手当
住居手当
時間外勤務手当
児童手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当

1,656
1,728
748
324
1,100
180
3,846
2,651
350

１．給　　　　料 21,537

臨時職員賃金４．賃　　　　金 12,704

一般職員退職給付引当８．退職給付費 1

普通旅費10．旅　　　　費 330

被服購入費11．被 服 費 226

消耗品費12．備 消 品 費 682

燃料費13．燃 料 費 131

印刷費15．印刷製本費 1,031

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 26,828

下水道使用料等25．手 数 料 165

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,676

賃借料28．賃 借 料 9,229

損害保険料29．保 険 料 50

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 968

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 10,431

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 74,306

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,249

貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金
　　繰 入 額

2,672

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

1,083

２．手 当 等 12,583

５．減価償却費

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費
346,073

342,623

3,450
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水道協会負担金等36．負 担 金 968

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 10,431

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等
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翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額
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貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金
　　繰 入 額

2,672

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

1,083

２．手 当 等 12,583

５．減価償却費

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費
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器具及び備品減価償却費
346,073
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２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

６．資産減耗費 10,000

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 26,801

１．予 備 費 5,000

5,000

１．固定資産売却損 1

1

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

23,011

51,812

７．その他営業費用 1,000

44．固定資産除却費 固定資産除却費9,800

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費200

46．材料売却原価 材料売却原価1,000

47．企業債利子 企業債利子22,011

48．借入金利子 一時借入金利子1,000

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額26,801

１．予 備 費 予備費5,000

１．固定資産売却損 固定資産売却損1

４．総 係 費 183,182

３．受託工事費 32,525
受託工事材料費31．材 料 費 3,080

受託工事請負費32．工事請負費 29,445

職員給料

扶養手当
管理職手当
地域手当
住居手当
時間外勤務手当
児童手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当

1,656
1,728
748
324
1,100
180
3,846
2,651
350

１．給　　　　料 21,537

臨時職員賃金４．賃　　　　金 12,704

一般職員退職給付引当８．退職給付費 1

普通旅費10．旅　　　　費 330

被服購入費11．被 服 費 226

消耗品費12．備 消 品 費 682

燃料費13．燃 料 費 131

印刷費15．印刷製本費 1,031

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 26,828

下水道使用料等25．手 数 料 165

電話料、郵送料26．通信運搬費 4,676

賃借料28．賃 借 料 9,229

損害保険料29．保 険 料 50

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 968

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 10,431

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 74,306

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

3,249

貸倒損失に備えるための引当
38．貸倒引当金
　　繰 入 額

2,672

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

1,083

２．手 当 等 12,583

５．減価償却費

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費
346,073

342,623

3,450
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 364,154

192,000

91,357

91,357

1

1

64,000

64,000

650,619

549,251

16,500

532,751

4,090

4,090

97,278

97,278

29,359

61,998

1

64,000

5,500

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．雑 収 入

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

16,796

16,796 16,796

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

192,000 192,000１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

用地測量等委託料

11,00032．工事請負費 浄水施設更新工事費

050．土地購入費 用地購入費

25,08027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

33,80331．材 料 費 配水管布設工事資材費

471,81832．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

55033．補 償 金 移設補償費

1,50050．土地購入費 工事負担金

1,39551．量水器購入費 量水器費

97,27757．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,69553．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
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91,357

91,357

1

1

64,000

64,000

650,619

549,251

16,500

532,751

4,090

4,090

97,278

97,278
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61,998

1

64,000

5,500

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．雑 収 入

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

16,796

16,796 16,796

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

192,000 192,000１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

用地測量等委託料

11,00032．工事請負費 浄水施設更新工事費

050．土地購入費 用地購入費

25,08027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

33,80331．材 料 費 配水管布設工事資材費

471,81832．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

55033．補 償 金 移設補償費

1,50050．土地購入費 工事負担金

1,39551．量水器購入費 量水器費

97,27757．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,69553．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 364,154
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1
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1

64,000
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２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金
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１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

１．固定資産売却代金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

16,796

16,796 16,796

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

192,000 192,000１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債
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11,00032．工事請負費 浄水施設更新工事費

050．土地購入費 用地購入費

25,08027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等
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55033．補 償 金 移設補償費

1,50050．土地購入費 工事負担金

1,39551．量水器購入費 量水器費

97,27757．企業債償還金 企業債元金償還金

158．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

固定資産売却代金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,69553．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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Ⅲ　予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は148,446,664円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　　　　桜井市水道事業会計は、上水道事業を一つのセグメントとしている。 

Ⅴ　その他

　リース資産に関する特例措置

中小規模事業者の特例により通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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